
平成１７年５月２４日 

                                福岡中央銀行 

 

   「リレーションシップバンキングの機能強化計画」の進捗状況について 

 

 福岡中央銀行(頭取 田中 克佳)では、平成 15 年 9 月 16 日に公表している「リレーションシップ

バンキングの機能強化計画」に係る平成 15 年 4 月から平成 17 年 3 月までの進捗状況を別紙のとおり

とりまとめましたので、お知らせします。 

 

《添付資料》 

○全体的な進捗状況、計画の達成状況、計画の達成状況に対する分析・評価及び今後の課題 

 … (別紙) 

○機能強化計画の進捗状況(要約)〔地域銀行版〕… (別紙様式３) 

○Ⅰ 中小企業金融の再生に向けた取組み 

  ２．取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化 

(３)要注意先債権等の健全債権化及び不良債権の新規発生防止のための体制整備強化並びに 

実績公表 … (別紙様式３－２) 

経営改善支援の取組み実績(地域銀行用)【15 年 4 月～17 年 3 月】  … (別紙様式３－３) 

経営改善支援の取組み実績(地域銀行用)【16 年度(16 年 4 月～17 年 3 月)】 

 … (別紙様式３－４) 

経営改善支援の取組み実績(地域銀行用)【16 年度下期(16 年 10 月～17 年 3 月)】 

  … (別紙様式３－５) 

 

 

以上 
 

                       

本件に関するお問い合わせ先 

総合企画部 中島 

ＴＥＬ 092-751-4429 
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                                       (別紙) 

 
全体的な進捗状況、計画の達成状況、計画の達成状況に対する分析・評価及び今後の課題 
 
（１）全体的な進捗状況 
「リレーションシップバンキングの機能強化計画」の進捗状況は、個別項目ごとには進捗に差が

あるものの、全体的には、ほぼ予定通りであったと判断します。 
進捗が遅れている項目については、再度検討を行ない、必要なものは新しい「推進計画」の中で

も取り上げ、地域密着型金融の一層の推進を図って参ります。 
 
（２）計画の達成状況 
各項目ごとの達成状況にはバラツキがあるものの、全体として大体の目標を達成し、特に重要

項目として取組んだものについては、大きな成果が得られたと考えています。 
中小企業金融の再生に向けた取組みについて、いわゆる「目利き研修」（外部・内部）にほと

んどの行員が参加し、具体的な経営支援業務を行うなかでリレバン意識が高まり、地域における

銀行の果たす役割を再認識することができ、結果として、要注意先債権等の健全債権化の成果に

も繋がったものと思われます。 
また、担保・保証に過度に依存しない融資として「事業応援ローン」の取組みや証券化の取組

みなど、新しい中小企業金融の強化項目もほぼ目標どおりの達成となっています。 
それから、顧客への説明態勢の整備について、銀行取引約定書の改訂や規定の制定などほぼ目

標を達成し、また、資産査定、信用リスク管理の強化では、担保評価方法の合理的で精度の高い

検証がなされるなど、銀行の健全性の確保、収益性の向上にも大きく寄与する成果があったと言

えます。 
 

（３）計画の達成状況に対する分析・評価及び今後の課題 
①分析・評価 
達成できた項目の中には、従来から経営課題として取組もうとしていた項目でもあったため

重点的に取組んだ結果、達成できて銀行の健全性の確保、収益力の向上に大きく貢献したもの

もあります。逆に、顧客ニーズ等の把握に努めるも、ニーズがなく、達成できてない項目もあ

り、また、全ての項目を目標に総花的なものとなって的が絞れず、未達成となった部分もあり

ました。 
全体的には、重要項目の達成状況等に一定の成果もあり、評価はできると思われます。 
 
②今後の課題 
事業再生・中小企業金融の円滑化の項目については、地域密着型金融を進めるうえでの基本

的な推進項目であり、引き続き重点的に取組む必要があると思います。また、金融機関の健全

性の確保、収益性の向上等に向けた取組みも、新しい「推進計画」に掲げた「経営力の強化」

や「利用者の利便性向上」を重点課題にして継続推進して参ります。 
以  上 



機能強化計画の進捗状況（要約）　［地域銀行版］ （別紙様式３）

１．１５年４月から１７年３月の全体的な進捗状況
個別項目ごとには進捗に差があるものの、全体的には、ほぼ予定どおりであったと評価しております。

２．１６年１０月から１７年３月までの進捗状況
行内外の研修等による人材育成に引き続き取組むとともに、１６年１２月にはビジネス情報を共有化するために九州地区内の銀行と「九州金融情報ネットワーク」を設立しました。
また、１７年３月には中小企業金融公庫の証券化支援業務スキームを活用したＣＬＯ融資により３３社に無担保資金の供給を行いました。
３．計画の達成状況
各項目ごとの達成状況にはバラツキがあるものの、全体として大体の目標を達成し、特に重要項目として取組んだものについては、大きな成果が得られたと考えております。

４．計画の達成状況に対する分析・評価及び今後の課題
全体的には重点項目の達成状況等に一定の成果もあり、評価はできると考えております。
特に「事業再生・中小企業金融の円滑化」等については、引き続き重点的に取組んでまいります。
５．アクションプログラムに基づく個別項目の計画の進捗状況　

具体的な取組み 備　　　考
１５年度 １６年度 １５年４月～１７年３月 １６年１０月～１７年３月

Ⅰ．中小企業金融の再生に向けた取組み

１．創業・新事業支援機能等の強化

（１）業種別担当者の配置等融資審査態勢の強化 融資ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの再
構築による融資審査
態勢の強化を図ると
ともに、審査能力の
向上に努める

債務者区分・格付
先別の審査体制の
検討・見直し。顧客
情報蓄積の体系化
取組。研修の実施

当行の融資ビジネ
スモデルを具体化
し再構築を図り、推
進を行う

・信用格付の精度を更に高めるなかで、
債務者区分、格付別の審査機能強化を
図っている
・また、企業の「経営力」に重点を置いた
新規融資の審査態勢強化に努めている

・引き続いて、企業の｢経営力｣に重点を
おいた、貸出審査能力の向上を目指す
融資施策方針を掲げ、案件審査の都
度、本部・営業店が一体となった取り組
みを徹底した

中小企業専門金融機関として貸出
等の金融サービスの提供を具体化
させ、当行の「融資ビジネスモデル」
の再構築を目指すなかで融資審査
態勢の強化を図る。顧客情報の蓄
積を体系化し、それの活用による審
査能力の向上に努める。

（２）企業の将来性や技術力を的確に評価できる人材の育成を
目的とした研修の実施

本部審査担当者や営
業店行員の研修強化
に努める

協会主催の研修へ
の参加。融資開拓
実践研修の実施。
通信講座、検定試
験の新規開設

協会主催の研修へ
の参加。融資開拓
実践研修の実施。

・第二地銀協主催の｢創業・新事業支援
機能等の強化に関する研修」へ３３名を
派遣
・融資開拓実践研修及びフォロー研修を
実施（支店長３９名、渉外役席４２名、４１
名で２回実施、渉外担当者３８名）
・法人融資講座研修を実施（融資役席４
１名）
・リレバン関連通信講座の開設（受講者
１９６名）

・第二地銀協主催の｢創業・新事業支援
機能等の強化に関する研修」へ１３名を
派遣
・法人融資講座研修を実施（融資役席４
１名）
・リレバン関連通信講座の受講（受講者
５３名）

協会主催「創業・新事業支援機能
等の強化に関する研修」への派
遣。行内研修は融資開拓実践研修
を中心に数字だけでは見極められ
ない企業力を洞察する判断能力の
強化に力点を置く。通信講座、検定
試験の推進。

（３）産学官とのネットワークの構築・活用や日本政策投資銀行
との連携。「産業クラスターサポート会議」への参画

㈱産学連携機構九州
の活用について一層
の強化を図る。産業
クラスターサポート会
議への積極的参加

お客様ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ
の新設。㈱産学連
携機構九州の積極
的活用を図る。「補
助金つなぎ融資」
制度の検討

㈱産学連携機構九
州の積極的活用を
図る。「補助金つな
ぎ融資」制度の活
用を図る

・営業統括部に「お客様ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ」を
設置し、担当者を配置
・北部九州地区産業クラスターサポート
金融会議に参加
・ＦＶＭ(ﾌｸｵｶﾍﾞﾝﾁｬｰﾏｰｹｯﾄ）に参加し、
情報入手、案件発掘等を実施（７社に新
規融資を実施）
・１６年２月「つなぎ融資制度」の取扱い
開始
・１６年２月日本政策投資銀行と「業務協
力協定」を締結

・FVMが開催するプレゼンテーションの
参加企業の中から１社へ新規融資を実
施

㈱産学連携機構九州とのﾈｯﾄﾜｰｸ
の活用について、行員の認識を深
め一層の活用を図る。「産業ｸﾗｽﾀｰ
ｻﾎﾟｰﾄ会議」についても関係者との
交流連携を深め支援機能強化に役
立てる。

項　　　　　目 スケジュール 進捗状況

1 （福岡中央銀行）



具体的な取組み 備　　　考
１５年度 １６年度 １５年４月～１７年３月 １６年１０月～１７年３月

項　　　　　目 スケジュール 進捗状況

（４）ベンチャー企業向け業務に係る、日本政策投資銀行、中小
企業金融公庫、商工組合中央金庫等との情報共有、協調投融
資等連携強化

ベンチャー企業向け
業務についての手続
き・手法などの検討を
行い、協調投融資等
への連携を図る

第二地銀協主催の
説明会への参加。
連携手法等の理解
を深め、手続き・手
法等を検討。

連携手法等の理解
を深め手続き・手
法等の検討を行い
連携強化に努め
る。

・第二地銀協主催の「政府系金融機関に
おける地域金融機関との連携事例等に
関する説明会」（１５年７月）に参加
・１６年２月日本政策投資銀行と「業務協
力協定」を締結
・１６年６月中小企業金融公庫と「業務連
携協力」を締結

・左記の連携体制を更に強めて、地域に
おけるベンチャー支援、企業再生支援や
協調融資・連携による顧客支援、中小企
業者に役立つ情報交換等を進めた

政府系金融機関の代理店金融機
関として、情報の共有化を行いなが
ら、当行のベンチャー企業向け業
務等についての手続き・手法などの
検討を行い、協調投融資等への連
携を図る。

（５）中小企業支援センターの活用 中小企業支援セン
ターと連携し支援機
能の強化を図る

お客様ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ
の新設。中小企業
支援センターの業
務内容の説明会実
施

中小企業支援セン
ターの活用を促進
する体制整備と活
用の実施状況の
フォロー

・営業統括部に「お客様サービスセン
ター」を設置し担当者を配置
・１６年４月に国、県の中小企業支援セン
ターの活用を促すため、営業店向けに資
料を作成し同センターのパンフレット等を
配布
・１７年３月、同センターの活用を促す体
制を整備

・１６年１１月に「経営塾２１」会員向けに
同センターのパンフレット等を配布
・１７年３月、同センターの活用を促す体
制を整備

「お客様サービスセンター」と「中小
企業経営支援担当」が共同して、中
小企業支援センターの業務内容等
の理解を深めながら、顧客へのＰ
Ｒ・営業店の連携強化など指導を徹
底する。

２．取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化

（１）経営情報やビジネス・マッチング情報を提供する仕組みの
整備

外部の専門家と本
部・営業店が連携し
経営相談・支援機能
の強化を図る

お客様ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ
の新設、外部の専
門家との連携強
化、取引先企業へ
の積極的なPR活動
の推進

支援策や活用の実
施状況の適切な
フォロー、外部の専
門家の積極的な活
用

・営業統括部に「お客様サービスセン
ター」を設置し、担当者
  を配置。
・１６年１月第二地銀協加盟行間の「ビジ
ネス情報交換制度（通称：B－net）」に参
加
・１６年２月ふくちゅうぎん経営者倶楽部
『経営塾２１』を設立
・１６年７月Ｍ＆Ａ仲介専門会社２社と業
務提携
・１６年８月ＴＫＣ九州会２支部と業務協
力協定を締結
・１６年１２月九州地区第二地銀７行と連
携し、「九州金融情報ネットワーク」を設
立
・１７年３月行内情報交換制度「福中銀ビ
ジネス情報交換制度」を制定

・１６年１２月九州地区第二地銀７行と連
携し「九州金融情報ネットワーク」を設立
・１７年３月行内情報交換制度「福中銀ビ
ジネス情報交換制度」を制定

取引先企業により実践的な経営ア
ドバイスを行うため、外部の専門家
等と本部・営業店が連携し、経営相
談・支援機能の強化を図る。外部専
門家や情報提供会社との業務提携
を検討する。

（３）要注意先債権等の健全債権化及び不良債権の新規発生
防止のための体制整備強化並びに実績公表

（４）中小企業支援スキルの向上を目的とした研修の実施 外部の研修等に参加
し中小企業支援スキ
ルの向上を目指す

第二地銀協主催の
研修に参加。行内
研修の実施。通信
講座、検定試験の
新規開設

第二地銀協主催の
研修に参加。行内
研修の実施。

・第二地銀協主催の｢創業・新事業支援
機能等の強化に関する研修」へ３４名を
派遣
・融資開拓実践研修及びフォロー研修を
実施（支店長３９名、渉外役席４２名、４１
名で２回実施、渉外担当者３８名）
・法人融資講座研修を実施（融資役席４
１名）
・リレバン関連通信講座の開設（受講者
１９６名）

・第二地銀協主催の｢中小企業支援スキ
ルの向上に関する研修」へ３名を派遣
・法人融資講座研修を実施（融資役席４
１名）
・リレバン関連通信講座の受講（受講者
５３名）

要注意先債権等の健全化への取
組みを一層強化するため、外部研
修への参加、行内研修の実施等に
より中小企業支援スキルの向上を
目指す

（５）「地域金融人材育成システム開発プログラム」等への協力 取引先のニーズ等の
状況に合わせて対応

取引先のニーズ等
の把握・対応検討

取引先のニーズ等
の把握・対応検討

・今のところ協力要請はあっていない ・今のところ協力要請はあっていない 取引先のニーズ等の把握に努める
とともに、協力できるものがあれば
協力していきたい

（別紙様式３－２、３－３、３－４及び３－５参照）

2 （福岡中央銀行）



具体的な取組み 備　　　考
１５年度 １６年度 １５年４月～１７年３月 １６年１０月～１７年３月

項　　　　　目 スケジュール 進捗状況

３．早期事業再生に向けた積極的取組み

（１）中小企業の過剰債務構造の解消・再生の取組み。「早期事
業再生ガイドライン」の趣旨を踏まえた事業再生への早期着手

「早期着手」、「迅速
再生」の基本的な考
え方で、ニーズの状
況に合わせて対応

具体的事例の研
究。取引先のニー
ズ等の把握・検討

具体的事例の研
究。取引先のニー
ズ等の把握・検討

・支店長とのヒアリングにより取引先の
ニーズ等の把握

・支店長とのヒアリングにより取引先の
ニーズ等の把握

事業再生促進のため、「早期着
手」、「迅速再生」の基本的な考え
方で、ニーズの状況に合わせて対
応する

（２）地域の中小企業を対象とした企業再生ファンドの組成の取
組み

取引先のニーズ等の
状況把握に努め対応
する

取引先のニーズ等
の状況把握・検討

取引先のニーズ等
の状況把握・検討

・支店長とのヒアリングにより取引先の
ニーズ等の把握

・支店長とのヒアリングにより取引先の
ニーズ等の把握

取引先のニーズ等の状況を把握す
るなかで、企業再生ファンド組成の
理解を深め、必要があれば対応す
る。

（３）デット・エクイティ・スワップ、DIPファイナンス等の活用 取引先のニーズ等の
状況把握に努め対応
する

取引先のニーズ等
の把握・検討

取引先のニーズ等
の把握・検討

・支店長とのヒアリングにより取引先等の
ニーズを把握している
・他行、他社からの｢地域再生ファンド｣先
へのＤＩＰファイナンス要請に対応（要請
があった４社のうち１社について割引手
形で対応）

・他行、他社から｢地域再生ファンド｣先へ
のＤＩＰファイナンス要請があるも、企業
内容は厳しく取組みは困難な状況にあ
る。今後とも対応を検討していく

取引先のニーズ等の状況把握に努
め対応する

（４）「中小企業再生型信託スキーム」等、ＲＣＣ信託機能の活用 取引先のニーズ等の
状況把握に努め対応
する

取引先のニーズ等
の把握・検討

取引先のニーズ等
の把握・検討

・支店長とのヒアリングにより取引先の
ニーズ等の把握

・支店長とのヒアリングにより取引先の
ニーズ等の把握

RCC信託機能について、更に理解
を深めながら取引先のニーズ等の
状況に合わせて対応する

（５）産業再生機構の活用 取引先のニーズ等の
状況把握に努め対応
する

取引先のニーズ等
の把握・検討

取引先のニーズ等
の把握・検討

・支店長とのヒアリングにより取引先の
ニーズ等の把握

・支店長とのヒアリングにより取引先の
ニーズ等の把握

産業再生機構の活用について認識
を深め、取引先のニーズ等の状況
に合わせて対応する

（６）中小企業再生支援協議会への協力とその機能の活用 協議会による営業店
長への説明会の実施
により理解を深める

協議会と協力体制
について協議。協
議会による営業店
長への説明会実施

取引先のニーズの
状況に合わせて対
応

・「福岡県中小企業再生支援協議会」と、
今後の再生支援協力体制について協議
（融資統括部）
・「福岡県中小企業再生支援協議会」に
よる事業内容の説明会を支店長を対象
に実施
・当行取引先のうち４先を再生支援協議
会に持込み

・今回、要注意先の企業について中小企
業再生支援協議会と協力して再生支援
に取り組み中であったが、二次対応の実
施が具体化した

「中小企業再生支援協議会」の事
業内容の理解を深め、取引先の
ニーズの状況に合わせて「協議会」
へ仲介し、協力して再生支援を行
う。

（７）企業再生支援に関する人材（ターンアラウンド・スペシャリス
ト）の育成を目的とした研修の実施

協会主催の研修に参
加すると共に行内研
修の実施、通信講座
の充実を図る。

協会主催の研修へ
の参加。研修受講
者を講師とする研
修会の実施

協会主催の研修へ
の参加。研修受講
者を講師とする研
修会の実施

・第二地銀協主催の｢創業・新事業支援
機能等の強化に関する研修」へ４名を派
遣
・融資開拓実践研修及びフォロー研修を
実施（支店長３９名、渉外役席４２名、４１
名で２回実施、渉外担当者３８名）
・法人融資講座研修を実施（融資役席４
１名）
・リレバン関連通信講座の開設（受講者
１９６名）

・法人融資講座研修を実施（融資役席４
１名）
・リレバン関連通信講座の受講（受講者
５３名）

「ターンアラウンド・スペシャリスト」
育成のため、できる限りの人員を参
加させ、行内の再生支援のレベル
を向上させる

４．新しい中小企業金融への取組みの強化

（１）担保・保証へ過度に依存しない融資の促進等。第三者保証
の利用のあり方

経営状態を適切に把
握できる体制を整備
する。

「事業応援ローン」
の取扱。経営状態
を適切に把握する
体制の整備

「事業応援ローン」
の取扱。経営状態
を適切に把握する
体制の整備

・キャッシュフローを重視した保証人・担
保不要の｢事業応援ローン｣を１５年７月
より取扱開始
・１６年７月よりＴＫＣ提携「事業応援ロー
ン」の取扱い開始

・｢事業応援ローン｣の継続取り組み推進
（16年度下期実績469件、1,963百万円）
・ＴＫＣ提携「事業応援ローン」の取扱い
開始

事業からのキャッシューフローを重
視し、経営内容・事業の将来性等
の評価を行うなど、経営状態が適
切に把握できる体制を整備する。信
用リスクに見合った事業者への信
用扱い商品を取扱う。
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具体的な取組み 備　　　考
１５年度 １６年度 １５年４月～１７年３月 １６年１０月～１７年３月

項　　　　　目 スケジュール 進捗状況

（３）証券化等の取組み 地域ニーズの動向を
十分に検討したうえで
対応していく。

証券化スキームの
事例検討とニーズ
の把握

証券化スキームの
事例検討とニーズ
の把握

・地域ニーズの把握に努め、１６年１２月
ごろに中小企業金融公庫の証券化支援
業務の募集が行われるのにあわせて、
当行顧客ニーズに対応できるようにした

・中小企業金融公庫の証券化支援業務
に取り組み、３３社、４３７百万円の無担
保資金を供給

福岡県において、CＬO等の取り組
みが行われているが、地域のニー
ズの動向を十分に検討した上で対
応していく。

（４）財務諸表の精度が相対的に高い中小企業に対する融資プ
ログラムの整備

取引先のニーズ等の
状況把握に努め、商
品開発事例等を検討

ニーズ等の把握と
事例検討

ニーズ等の把握と
事例検討

・ＴＫＣ九州会福岡支部、北九州支部会
員関与先でＴＫＣシステム利用事業所向
けに「事業応援ローン」を活用した金利
優遇商品を開発し取扱いを開始

・ＴＫＣ提携の「事業応援ローン」を推進
し、中小企業金融の強化を図った。

財務諸表の精度に関する融資プロ
グラムについて、「金融戦略商品」と
して捉え、外部専門家への委託も
含めコスト負担等も考慮し、ニーズ
等の把握と事例の検討を行う。

（５）信用リスクデータベースの整備・充実及びその活用 データの整備・充実を
図り、遷移分析等に
活用できるよう取組
む

債務者区分との整
合性を検証。事業
応援ローンの取組
みとデータの検証

信用格付の遷移分
析の実施｡倒産確
率ﾃﾞｰﾀの検証実
施。ﾌﾟﾗｲｼﾝｸﾞの実
施

・Ｐ／Ｌのみ先の個人事業者の信用格付
を実施し、債務者区分との整合性を検証
している
(16年9月の整合率100%)
・１５年７月より｢事業応援ローン」の取扱
いを開始し、データの検証を実施してい
る

・信用格付・債務者区分の整合性はほぼ
完全で、更にデータの正確性を求めてい
る。｢事業応援ローン｣の信用リスクデー
タについても整備・充実を図っている

P/Lのみ先の個人事業者の格付け
を整備し債務者区分との整合性を
図るなどしてデータを充実させその
活用を図る

５．顧客への説明態勢の整備、相談・苦情処理機能の強化

（１）銀行法等に義務付けられた、貸付契約、保証契約の内容
等重要事項に関する債務者への説明態勢の整備

社内規則を定め、内
部管理態勢の確立を
図る。

社内規則の策定、
新銀行約定書の導
入について対応

態勢の確立及び実
施状況のフォロー

・法務対策会議」において、与信取引に
関する説明態勢の整備に向け、社内規
則の策定、新銀行取引約定書の導入に
ついて検討を開始
・１６年４月に銀行取引約定書の改訂を
行うとともに社内規則を制定
・１７年３月包括根保証契約書の改定を
実施

・与信取引に関する説明態勢の整備に
ついても規則を制定し、平成１６年度から
取り組み中
・１７年３月包括根保証契約書の改定を
実施

与信取引に関する説明態勢及びそ
れを補完する苦情処理機能が構築
され機能するような態勢の整備に
努め、内部管理態勢の実効性を高
める

（３）相談・苦情処理体制の強化 研修等により苦情の
未然防止に努める

連絡協議会の設
置・開催、事故防止
会議の開催、顧客
相談室ニュースの
発行

連絡協議会の開
催、事故防止会議
の開催、顧客相談
室ニュースの発行

・１５年１０月に連絡協議会を設置し毎月
開催
・役席会議兼事故防止会議を四半期毎
開催
・顧客相談室ニュースを２３回発行

・連絡協議会を毎月開催
・１６年１１月及び１７年２月に役席会議
兼事故防止会議を開催
・顧客相談室ニュースを６回発行

顧客相談室を中心として、研修・顧
客相談室ニュースをとおして行員の
レベルアップを図るとともに、苦情
等については迅速な対応を図る。

６．進捗状況の公表 決算発表時に公表予
定、ホームページで
の掲載も検討

１１月に１５年度上
期分を公表

５月に１５年度下期
分を、１１月に１６年
度上期分を公表

・「15年4月～16年3月までの進捗状況」
については、16年5月に公表し、ホーム
ページにも掲載
・「15年4月～16年9月までの進捗状況」
については、16年11月に公表し、ホーム
ページにも掲載

「15年4月～16年9月までの進捗状況」に
ついては、16年11月に公表、ホームペー
ジにも掲載

決算発表時に、公表予定。ホーム
ページへの掲載も検討する。

【以下任意】

Ⅱ．各金融機関の健全性の確保、収益性の向上等に向けた取組み

１．資産査定、信用リスク管理の強化

（１）①適切な自己査定及び償却・引当 一層厳格な自己査
定、償却・引当の実
施

基準・マニュアル見
直し、説明会の実
施、厳格な査定と
償却・引当の実施

基準・マニュアル見
直し、説明会の実
施、厳格な査定と
償却・引当の実施

・｢自己査定基準・マニュアル｣の一部改
定
・自己査定説明会の実施
・自己査定基準に基づく厳格な査定と償
却・引当の実施

・自己査定システムに基づき正確な処理
を行うとともに、｢金融検査マニュアル別
冊(中小企業融資編)｣及び今回(16年3
月)の金融庁検査を踏まえた基準改定に
より、自己査定を厳格に実施

自己査定基準は、毎期見直し妥当
性のある基準づくりを徹底。
自己査定説明会で周知徹底を図り
厳格な査定を目指す。
償却・引当基準に基づく正確な処理
と検証の実施。
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具体的な取組み 備　　　考
１５年度 １６年度 １５年４月～１７年３月 １６年１０月～１７年３月

項　　　　　目 スケジュール 進捗状況

（１）②担保評価方法の合理性、処分実績からみた評価精度に
係る厳正な検証

評価率は過去の処分
価格の実績データに
基づき十分な検証を
行ったうえで決定

簡易な鑑定評価書
による担保評価に
適用する評価率を
都度見直す

簡易な鑑定評価書
による担保評価に
適用する評価率を
都度見直す

自己査定時の担保評価の見直し実施。
簡易鑑定評価書による担保評価に適用
する評価率の見直し実施。（１６年３月に
評価率を大幅に見直し）

・１６年３月に見直した担保評価率を１７
年３月も適用した。また、建物の担保評
価額を固定資産評価証明書の７０％とし
た

不動産担保の評価額は毎年見直し
を実施し、特に破綻懸念先以下の
担保評価は、処分価格の実績値を
参考にして十分な検証を行い、評
価率を決定する。

２．収益管理態勢の整備と収益力の向上

（２）信用リスクデータの蓄積、債務者区分と整合的な内部格付
制度の構築、金利設定のための内部基準の整備等

遷移分析を実施し格
付の基礎となる倒産
確率ﾃﾞｰﾀの検証を実
施。債務者区分と格
付との整合性を検証

P/Lのみ先の信用
格付実施。新規先
の金利テーブル作
成

信用格付の遷移分
析実施。倒産確率
データの検証実施

・P/Lのみ先の個人事業者の信用格付を
実施し、債務者区分との整合性を検証中
(16年9月の整合率100%)
・新規貸出の「金利テーブル」を作成し、
17年1月よりプライシングを導入

・信用格付と債務者区分の整合性はほ
ぼ完全となり、整合性はとれている
・プライシングを17年1月より導入。

遷移分析を実施し、倒産確率デー
タの検証を実施する。自己査定実
施の都度、債務者区分と格付けと
の整合性を検証する。金利設定の
ための内部基準を策定するなど整
備を図る。

３．ガバナンスの強化

（１）　株式公開銀行と同様の開示（タイムリーディスクロー
ジャーを含む）のための体制整備等

４．地域貢献に関する情報開示等

（１）地域貢献に関する情報開示 地域貢献の充実・見
直しを図り、15年12月
を目途に開示する。

地域貢献の充実・
見直しを図り、15年
12月を目途に開示

地域貢献の充実・
見直しを図り、開示
項目等の再検討。

・ディスクロージャー誌、ミニディスクロー
ジャー誌により地域貢献に関する情報を
開示するとともに、ホームページにも掲
載

１６年１２月発行のミニディスクロー
ジャー誌により地域貢献に関する情報を
開示するとともに、ホームページにも掲
載

地域貢献の内容の一層の充実・見
直しを行うとともに、ディスクロー
ジャー媒体や開示項目の検討を行
い、平成15年12月を目途に開示を
行う。

（備考）個別項目の計画数・・・28（株式を公開している銀行は27）　　　　　 

３．その他関連の取組み

１５年４月～１７年３月
進捗状況

項　　　　　目 具体的な取組み
１６年１０月～１７年３月
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（別紙様式３－２）
Ⅰ　中小企業金融の再生に向けた取組み
　２．取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化

・融資統括部に中小企業経営支援担当者を配置
し、営業店とも連携して取引先企業に対する経営
支援を行う体制を整備する。

１５年度

・融資統括部に中小企業経営支援担当者を配置。
・債務者区分のランクアップ先の目標対象を選定。
・改善支援、改善計画策定等について、本部・営
業店の一体となった取組み。
・企業再生支援人材育成研修への参加。
・債務者区分のランクアップ実績に対する業績評
価の実施。

１６年度

支援方策の実施状況の適切なフォローを行うとと
もに、１５年度に実施する取組みを継続し、一層強
化していく。

・１５年４月に全店支店長を対象にした要注意先債
権の健全化研修を実施。
・１５年５月に要注意先・要管理先の中から債務者
区分のランクアップ対象先を営業店で選定。
・１５年６月２７日融資統括部に中小企業経営支援
担当者を３名配置し、本格的に再生支援に向けた
体制整備に取組んでいる。

１６年１０月～１７年３月

中小企業経営支援業務の活動について平成１５
年１１月に営業店に対して文書で通知し、その徹
底を図った。また、期初には営業店長へのヒアリン
グを実施して活動状況をチエックし、取り組みを強
化している。

・要注意先の中から各店２～５先を選定して、現状
分析により要注意先の要因を把握する。
・要管理先全先を対象として、企業の問題点（財務
内容・業況・債務超過等）を把握する。
・上記抽出先の３カ月毎の定例報告により、業況
の把握と問題点を本支店間で協議（再建計画書を
作成する等）する。場合によっては、本部から支援
についての個別指導を行っている。
・計画の達成状況はまずまずの成果であり、相手
先によっては改善に長期を要する場合もあり結果
の数字だけでは評価されくい部分もある。経営者
自身の改善意欲を如何に引き出すか認識を共有
化して取り組む必要がある。

１６年１０月～１７年３月

要注意先７６先、要管理先２３先、破綻懸念先１０
先をランクアップ先として抽出。要注意先の要因、
要管理先・破綻懸念先の問題点等を分析・把握。
支援活動状況を定例的に本支店間で協議。経営
者自身の改善意識高揚が重要である。

（福岡中央銀行）
（注）下記の項目を含む

・計画の達成状況、計画の達成状況に対する分析・評価及び今後の課題（借手の中小企業サイドの課題を含む）

具体的な取組み

備考（計画の詳細）

（２）経営改善支援の取組み状況
（注）

１５年４月～１７年３月

進捗状況

（１）経営改善支援に関する
体制整備の状況

（経営改善支援の担当部署を含む）

１５年４月～１７年３月

・経営改善支援について、どのような取組み方針を策定しているか。

（３）要注意先債権等の健全債権化及び不良債権の新規発生防止のための体制整備強化並びに
実績公表

スケジュール

・同方針に従い、具体的にどのような活動を行ったか。
・こうした取組みにより支援先にどのような改善がみられたか。



（別紙様式３－３）

銀行名 福岡中央銀行
【１５年４月～１７年３月】

（単位：先数）

αのうち期末に債務者
区分が上昇した先数　β

αのうち期末に債務者
区分が変化しなかった先
γ

うちその他要注意先 1,780 138 41 93

うち要管理先 60 41 3 25

破綻懸念先 188 11 2 5

実質破綻先 99 - - -

破綻先 139 - - -

合　計 8,903 190 46 123

注） ・期初債務者数及び債務者区分は１５年４月当初時点で整理
・債務者数、経営改善支援取組み先は、取引先企業（個人事業主を含む。）であり、個人ローン、住宅ローンのみの先を含まない。
・βには、当期末の債務者区分が期初より上昇した先数を記載。
　なお、経営改善支援取組み先で期中に完済した債務者はαに含めるもののβに含めない。
・期初の債務者区分が「うち要管理先」であった先が期末に債務者区分が「うちその他要注意先」に上昇した場合はβに含める。

・期中に新たに取引を開始した取引先については本表に含めない。
・γには、期末の債務者区分が期初と変化しなかった先数を記載。
・みなし正常先については正常先の債務者数に計上のこと。

・期初に存在した債務者で期中に新たに「経営改善支援取組み先」に選定した債務者については（仮に選定時の債務者区分が
期初の債務者区分と異なっていたとしても）期初の債務者区分に従って整理すること。

経 営 改 善 支 援 の 取 組 み 実 績（地域銀行用）

要
注
意
先

正常先

うち
経営改善支援取組み先　α

期初債務者数

6,637 - -



（別紙様式３－４）

銀行名 福岡中央銀行
【１６年度（１６年４月～１７年３月）】

（単位：先数）

αのうち期末に債務者
区分が上昇した先数　β

αのうち期末に債務者
区分が変化しなかった先
γ

うちその他要注意先 1,789 100 23 75

うち要管理先 51 39 - 32

破綻懸念先 215 11 2 4

実質破綻先 158 - - -

破綻先 70 - - -

合　計 10,413 150 25 111

注） ・期初債務者数及び債務者区分は１６年４月当初時点で整理
・債務者数、経営改善支援取組み先は、取引先企業（個人事業主を含む。）であり、個人ローン、住宅ローンのみの先を含まない。
・βには、当期末の債務者区分が期初より上昇した先数を記載。
　なお、経営改善支援取組み先で期中に完済した債務者はαに含めるもののβに含めない。
・期初の債務者区分が「うち要管理先」であった先が期末に債務者区分が「うちその他要注意先」に上昇した場合はβに含める。

・期中に新たに取引を開始した取引先については本表に含めない。
・γには、期末の債務者区分が期初と変化しなかった先数を記載。
・みなし正常先については正常先の債務者数に計上のこと。

・期初に存在した債務者で期中に新たに「経営改善支援取組み先」に選定した債務者については（仮に選定時の債務者区分が
期初の債務者区分と異なっていたとしても）期初の債務者区分に従って整理すること。

経 営 改 善 支 援 の 取 組 み 実 績（地域銀行用）

要
注
意
先

正常先

うち
経営改善支援取組み先　α

期初債務者数

8,130 - -



（別紙様式３－５）

銀行名 福岡中央銀行
【１６年度下期（１６年１０月～１７年３月）】

（単位：先数）

αのうち期末に債務者
区分が上昇した先数　β

αのうち期末に債務者
区分が変化しなかった先
γ

うちその他要注意先 1,951 76 4 71

うち要管理先 24 23 - 16

破綻懸念先 183 10 1 7

実質破綻先 152 - - -

破綻先 32 - - -

合　計 10,757 109 5 94

注） ・期初債務者数及び債務者区分は１６年１０月当初時点で整理
・債務者数、経営改善支援取組み先は、取引先企業（個人事業主を含む。）であり、個人ローン、住宅ローンのみの先を含まない。
・βには、当期末の債務者区分が期初より上昇した先数を記載。
　なお、経営改善支援取組み先で期中に完済した債務者はαに含めるもののβに含めない。
・期初の債務者区分が「うち要管理先」であった先が期末に債務者区分が「うちその他要注意先」に上昇した場合はβに含める。

・期中に新たに取引を開始した取引先については本表に含めない。
・γには、期末の債務者区分が期初と変化しなかった先数を記載。
・みなし正常先については正常先の債務者数に計上のこと。

・期初に存在した債務者で期中に新たに「経営改善支援取組み先」に選定した債務者については（仮に選定時の債務者区分が
期初の債務者区分と異なっていたとしても）期初の債務者区分に従って整理すること。

経 営 改 善 支 援 の 取 組 み 実 績（地域銀行用）

要
注
意
先

正常先

うち
経営改善支援取組み先　α

期初債務者数

8,415 - -




